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2006 年 3 月期 決算短信（連結）                   2006年4月28日 
上 場 会 社 名        日本ユニシス株式会社 上場取引所     東 

コ ー ド 番 号           8056 本社所在都道府県  東京都 
 
（ＵＲＬ  http://www.unisys.co.jp/ ） 

代  表  者 役職名 代表取締役社長                 氏名 井  勝人 

問合せ先責任者 役職名 執行役員広報部長                                氏名 田﨑   稔 ＴＥＬ (03)5546－4111 
 
決算取締役会開催日 2006年4月28日 

親会社等の名称  三井物産株式会社 （コード番号：8031）    親会社等における当社の議決権所有比率: 32.4％ 

米国会計基準採用の有無  無                                           
 
1. 2006年3月期の連結業績（2005年4月1日～2006年3月31日） 
(1)連結経営成績 

 売 上 高     営業利益 経常利益 
 百万円    ％ 百万円    ％ 百万円    ％ 

2006年3月期 
2005年3月期 

317,486     2.8 
308,868   △0.2 

          5,065  △51.4 
10,413   229.0 

4,870    △53.8 
 10,533   139.7 

 

 当期純利益 
１株当たり 
当期純利益 

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益        
株主資本 
当期純利益率 

総 資 本 
経常利益率 

売 上 高 
経常利益率 

 百万円    ％  円 銭  円 銭 ％ ％ ％ 
2006年3月期 
2005年3月期 

1,889  △59.9 
4,716   20.3 

17 77 
43 34 

17 71 
43 33 

2.1 
4.9 

2.1 
4.7 

1.5 
3.4 

(注) ①持分法投資損益        2006年3月期    －百万円 2005年3月期    －百万円 

     ②期中平均株式数(連結)  2006年3月期 104,674,855株 2005年3月期 106,523,292株 

     ③会計処理の方法の変更   無 

      ④売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 

(2)連結財政状態 

 総 資 産      株 主 資 本 株主資本比率 １株当たり株主資本 
 百万円 百万円 ％ 円  銭 

2006年3月期 
2005年3月期 

243,931 
222,155 

 

80,850 
96,892 

 

33.1 
43.6 

857 54 
916 10 

 
(注) 期末発行済株式数(連結)   2006年3月期  94,244,634株  2005年3月期 105,658,036株 

(3)連結キャッシュ･フローの状況 

 営業活動による          
キャッシュ・フロー 

投資活動による          
キャッシュ・フロー 

財務活動による          
キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物 
期 末 残 高          

 
 

百万円 百万円 百万円 百万円 
2006年3月期 
2005年3月期 

18,977 
12,112 

△19,303 
△16,671 

5,169 
3,633 

30,827 
25,983 

(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項 
連結子会社数   11社  持分法適用非連結子会社数  0社  持分法適用関連会社数  0社 

(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況 
連結 (新規)   1社 (除外)   0社    持分法 (新規)   0社 (除外)   0社 

 

2. 2007年3月期の連結業績予想（2006年4月1日～2007年3月31日） 
 売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益 当期純利益 
 百万円 百万円 百万円 百万円 

中 間 期 
通    期 

136,000 
327,000 

500 
6,000 

400 
5,500 

100 
3,000 

(参考)1株当たり予想当期純利益（通期）    31円83銭 
 （注）1.上記記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。 

   2.上記の業績予想は、現時点での入手可能な情報による判断および仮定に基づき算定しており、リスクや不確定要素の変動および経済

情勢等の変化により、実際の業績は、本資料における見通しと大きく異なる可能性があることをご承知おきください。  
    なお、上記の業績予想の前提条件その他の関連する事項については、添付資料の８ページをご参照下さい。 

http://www.unisys.co.jp/
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  １．企業集団の状況 
 
 企業集団の状況を事業系統図で示すと以下のとおりであります。   
 
                     

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
            連結子会社        その他の関係会社 
 

※Ｇ＆Ｕシステムサービス株式会社は、２００５年９月２日に設立、２００５年１０月１日から事業活動を開始いたしました。 
 

教育サービスの提供 
人材派遣、施設管理、

人事・総務業務代行 
日本ユニシス・ 
      ビジネス㈱

   

顧                             客 

教育サービス

の提供 

日本ユニシス・  
  ラーニング㈱

コンピュータシステムの運用・管理 

サポートサービスの

提供 

コンピュータ等の仕入 

コンサルティングからシステム構築、運

用に至るシステム関連サービスおよび

ハードウェア・ソフトウェアの提供 

日本ユニシス 
 情報システム㈱

 

インターネット 
サービスの提供 

ﾋﾞｼﾞﾈｽﾌｫｰﾑ、 
ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ・ｻﾌﾟﾗ

ｲ商品の提供 

日本ユニシス・ 
     サプライ㈱

ネットワークの構築・設計、 
ハードウェア・ソフトウェアの

保守サービスの提供 

アウトソーシング 
サービスの提供 

㈱国際システム

日本ユニシス・ 

 ソリューション㈱

日本ユニシス・ 
ｴｸｾﾘｭｰｼｮﾝｽﾞ㈱

ソフトウェア開発の提供 

当  社 
 
日 

             

本 

 
ユ 

 
ニ 

 
シ 

 
ス 

 
㈱ 

ソ

フ

ト

ウ

ェ

ア

の

開

発

三井物産㈱ 
（仕入代行機関） 

ユニアデックス㈱ 

 ㈱ﾄﾚｰﾄﾞﾋﾞｼﾞｮﾝ 

 ㈱エイタス 

※Ｇ＆Ｕシステム

サービス㈱                                                     
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２．経営方針 
 
（１）経営の基本方針、戦略および目標とする経営指標 
＜経営理念・ビジョン・戦略＞ 
日本ユニシスグループは、経営理念として「高品質・高技術の追求による顧客第一主

義」、「個人の尊重とチームワークの重視」、「社会・顧客・株主・従業員にとり魅力ある

会社」を掲げ、わが国におけるコンピューティング分野で常に先駆的な取り組みを実行

し、発展してまいりました。 
今日、情報システムは企業経営にとって無くてはならないものになり、社会において

も様々な形態で活用されています。当社グループは情報システムに対するその時々の要

望に応え、お客様と価値を共有し、お客様とともに成長する企業たるべく、グループの

将来ビジョンおよび目指す企業像を次のように定めております。 
 
【将来ビジョン】 
U&U（Users & Unisys）による価値共有を通して『高成長企業集団への脱皮』 

 
【目指す企業像】 
● 一流の企業・一流の企業人 
高い見識と人格を持つ一流の企業人集団による、好業績で魅力のある一流の企業を

目指します。 
● 自由闊達 
会社や社員がその持てる力を最大限に発揮できる企業になるため、コミュニケーシ

ョンを大切にします。 
● 三位一体 
営業、開発、保守が三位一体となり、お客様にワンストップサービスを提供できる

企業グループを目指します。  
 
【戦略】 
グループ横断で注力市場での活動を強化する「市場戦略」、労働集約型モデルから知

識集約型モデルへの変革を図り市場競争力を向上させる「サービスビジネス戦略」、

グループ総合力を強化する「グループ戦略」、人材の育成と維持を推進する「人材戦

略」を基本戦略として実行してまいります。 
 
当社グループは一体となって「目指す企業像」への到達、「将来ビジョン」の実現に取

り組み、「戦略」を確実に実行することでステークホルダーから魅力ある企業と評価され

る、持続的に成長する企業集団を目指してまいります。 
 

＜目標とする経営指標＞ 
２００７年３月期は、連結売上高３，２７０億円、連結営業利益６０億円を、それぞ

れ目標としております。 
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（２）会社の利益配分に関する基本方針 
当社は、経営の効率化による収益力の向上と財務体質の強化を通じて企業価値の増大に

努めております。利益配分につきましては、内部留保資金によって競合力の高い商品の

企画／開発および戦略的な投資を積極的に推進すると同時に、安定的な利益配当を行う

ことを基本方針としております。 
 
（３）親会社等に関する事項 
  ①親会社等の商号等 

 
②親会社等の企業グループにおける上場会社の位置付けその他の上場会社と親会社等

との関係 
当社は、三井物産株式会社の関連会社であり、三井物産株式会社の当社への出資

比率は 27.8％（議決権所有割合：32.4％）であります。 
当社は、ユニシス・コーポレーション製のコンピュータ等の販売に関する日本総

代理店であり、ユニシス・コーポレーションからの仕入については、三井物産株式

会社を仕入代行機関としております。 
当社は、三井物産株式会社との緊密な協力関係を築き、その営業・顧客基盤を活

用して事業展開する方針であります。当社では、より緊密な協力体制の構築を目的

として、三井物産株式会社の役員 2 名が当社の社外取締役として就任しており、社
外の客観的な見地から経営の助言を得ております。なお、当社の取締役のうち当該

兼任取締役は 2名であり、半数に至る状況にはありません。 
当社の事業活動や経営判断にあたっては、当該兼任取締役を含まない役員で構成

される経営委員会において、企業価値の向上および株主全体の利益を追求する自ら

の経営判断を行っており、独立性を有しております。 
 
③親会社等との取引に関する事項 
「関連当事者との取引」に関する注記（22頁）をご参照ください。 

 
（４）会社の対処すべき課題 
緩やかな景気回復の基調と業績の回復を背景に企業の IT投資も上向きになりつつあり
ますが、競争の激化とともに価格下落傾向は一層の進行を見せております。 
その中で日本ユニシスグループとしては、グループ会社が一体となってお客様との価

値共有のためのサービスを提供する「三位一体推進」、ビジネス機会を増加させるための

親会社等 属性 
親会社等の議

決権所有割合 
（％） 

親会社等が発行する株券

が上場されている証券取

引所等の商号又は名称 

三井物産株式会社 

上場会社が他の会

社の関連会社であ

る場合における当

該他の会社 

32.4 

東京、大阪、名古屋（以上

各市場第一部）、札幌、福

岡各証券取引所、米国ナス

ダック（ADR） 
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「営業力の強化」、強力なソリューションとそれを支えるインフラ／プラットフォームの

提供を可能とする「技術力の強化」、コンプライアンス、リスク管理、情報セキュリティ、

社会貢献等の「マネジメントインフラの強化」を基本方針に高成長企業への脱皮を目指

します。 
強化重点施策として掲げた、「R&D 強化」ではビジネスの核となりうる技術・製品を
開発・取得し、ソリューションのベースとするとともに、ミッションクリティカルな情

報システムの構築能力を強化し、業界でのリーダーシップを発揮いたします。また、顧

客基盤と技術力の迅速な獲得のため「M&A」を積極展開いたします。「グローバル展開」
では国外での事業機会獲得に努めます。「三井物産との連携」ではM&A推進やグローバ
ル展開での連携のみならず、リアルビジネスへの事業展開のための連携も行います。こ

れら成長のための新たな四つの柱を着実に実行してまいります。 
日本ユニシスグループはグループの品質向上、総合力強化に努め、お客様、市場の信

頼を武器にビジネスを拡大していきます。 
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３．経営成績および財政状態 
 
１．経営成績 
（１）当期の概況 
当期のわが国経済は、企業収益の改善、設備投資の増加により、緩やかな景気回復が

続きました。IT 業界においても、企業の情報化投資は徐々に回復しつつあるものの、競
争の激化による価格低下圧力の強まり等により、経営環境は依然として厳しい状況にあ

ります。 
このような環境下、日本ユニシスグループは、「グループ企業一体となり、顧客ととも

に成長に向かって前進しよう」をスローガンに、顧客価値創造を実現する ITサービスの
リーディング・カンパニーを目指し、経営改革に取り組んでまいりました。さらに、昨

年 11月には将来ビジョン「U&U（Users & Unisys）による価値共有を通して『高成長
企業集団への脱皮』“売上高 5000億円への挑戦”」を掲げました。成長に向けた新たな挑
戦への柱として、「R&D強化」、「M&A推進」、「グローバル展開」、「三井物産との連携」
を掲げ、各施策の検討および実施を開始いたしました。日本ユニシスグループはお客様

との価値共有を図り、お客様とともに成長していくための経営改革を続けております。 
 
事業戦略の面におきましては、経営課題解決に向けたコンサルティングからのアプロ

ーチによるビジネス展開やグループ横断の重点ビジネス推進などに関する事業部門の横

串機能として、ビジネス開発部門を位置付け、事業部門との連携により営業力の強化を

図ってまいりました。さらに、日本ユニシスグループの技術力強化を図るため、総合技

術研究所を設置いたしました。 
これらと並行して、意思決定機関の見直し等を行い、コーポレート・ガバナンスを一

層強化するとともに、受託開発での不採算案件の発生防止を目指したプロジェクト管理

体制の一層の強化に努めてまいりました。また、開発投資の投資対効果をより改善する

ための、開発管理体制の強化も図っております。 
 
事業展開の面におきましては、お客様の経営課題解決に向けた「上流アプローチ」か

らグループ連携による「開発」、「運用・保守サービス」までをワンストップで提供して

おります。これらの「営業」、「開発」、「保守」という機能をグループ「三位一体」とな

って、お客様にシームレスにサービスを提供できるよう体制をさらに強化いたしました。 
システムサービス事業については、プロジェクトマネジャーの資格取得者の増加等、

技術者の育成、プロジェクト管理体制の強化に加えて、生産性の向上を目指した開発生

産性手法の改善、外部調達コストの効率化を図ってまいりました。本年１月には利用形

態の異なる２つの地域金融機関基幹系システム開発プロジェクトを同時に完遂しました。

これは、当社の金融系システム全般における開発力、プロジェクト管理力の高さの証明

と分析しております。 
また、Windows®環境における新技術を全面的に採用した最新オープン勘定系システム

『BankVision®』が、その先進性／可用性／安定性／安全性／伸張性を評価され、複数の

受注、内定に繋がっております。 
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アウトソーシング・サービスに関しては、上述の金融案件の大半がアウトソーシング

となっており、着実に案件数が増えております。また、流通／製造業界向けソリューシ

ョン開発の強化ならびにアウトソーシング・サービスの提供を目指し、グンゼ株式会社

殿と合弁で G&Uシステムサービス株式会社を設立し、昨年 10月１日から事業活動を開
始しております。 
ネットワーク分野においても、大規模ネットワーク構築を得意とするユニアデックス

株式会社において、無線 IP電話ソリューションならびに無線LAN構築ビジネスの受注、
構築／導入が好調に進んでおります。さらに、無線 IP電話ソリューションを拡充する等、
この分野における一層の成長を目指しております。 
また、国内初の刑務所 PFI 事業（民間の資金、経営能力および技術的能力を活用して
行う社会資本整備事業）を落札した美祢セコムグループに参画するなど、新規分野にも

積極的に取り組んでおります。 
 
日本ユニシスグループは、その事業活動を様々なステークホルダーにご理解いただき、

広く社会から評価される企業グループを目指しております。新たにCSR推進室を設置し、
日本ユニシスグループ全体の活動の一つとして環境管理にも取り組んでおり、グループ

内の全社、全拠点、全部門（11 社、112 拠点、206 部門）で ISO14001 認証を取得いた
しました。 

 
なお、昨年 10月に、ユニシス・コーポレーションに対する技術情報・技術援助の提供
料および商標使用料の改定を行いました。当社は設立当初よりユニシス・コーポレーシ

ョンのユニシス製コンピュータ等に関する日本総代理店となっており、当該代理店契約

に関連し、技術情報・技術援助の提供および商標使用権の設定に関する契約を締結して

おりますが、当期はこの商標使用権等の対価の更改時期にあたるため、最近の日本市場

における環境変化を考慮し、契約条件の見直しを行い、変更契約を締結いたしました。 
変更の内容としては、商標使用権等に関し、期限の定めのない使用許諾の対価を２年

間で一括して支払う契約といたしました。また、顧客に対するサポート・サービスに必

要な高度な技術支援ならびに技術情報の提供の対価については、一定額を毎期支払うこ

とといたしました。 

 

＜変更契約の内容＞ 

  ①商標使用権等の設定、提供 

     対 価  ： 一括使用許諾料 ２２５百万ドル 

契約期間 ： ２００５年４月１日より発効（期限の定めはない） 

支払時期 ： ２００５年１０月 １１２.５百万ドル 

       ２００６年１０月 １１２.５百万ドル 

②サポート・サービスに必要な高度な技術支援ならびに技術情報の提供 

   対 価  ： 年額２０百万ドル（５年後更新時見直し） 

        契約期間 ： ２００５年４月１日より５年間（５年後更新） 
支払時期 ： 四半期毎に精算 
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当期の連結業績は、売上高につきましては、サービス売上の伸びにより３，１７４億

８６百万円（前期比２．８％増）と増収となりました。利益面につきましては、システ

ムサービスを中心としたサービス関連での増収や販管費の減少があったものの、商標権

等使用料の負担とソフトウェア利益の減少により、営業利益は５０億６５百万円（前期

比５１．４％減）と減少いたしました。経常利益につきましては為替差損の発生もあり

４８億７０百万円（前期比５３．８％減）となり、当期純利益は、固定資産の減損損失

等を計上したことから、１８億８９百万円（前期比５９．９％減）となりました。 
売上構成別に見ますと、サービス売上は、システムサービスが引き続き順調に伸びた

ことから、前期比１８０億１９百万円増加の１，９５４億７０百万円（前期比１０．２％

増）となりました。一方、ソフトウェア売上は、オープン系ソリューションは増加して

いるものの、前期のような大口案件の計上が少なく、前期比２９億６５百万円減少の 
４９４億３９百万円（前期比５．７％減）となりました。ハードウェア売上も、賃貸収

入の減少傾向に加え、販売の不振から前期比６４億３６百万円減少の７２５億７６百万

円（前期比８．１％減）となりました。 
なお、売上構成比は、サービス売上は６１．５％（前期５７．４％）、ソフトウェア売

上は１５．６％（前期１７．０％）、ハードウェア売上は２２．９％（前期２５．６％）

となりました。 
 

※MicrosoftおよびWindowsは、米国Microsoft Corporationの米国およびその他の国における登録商標または商標です。  

 
 
（２）次期の見通し 
わが国経済は、堅調な回復基調にあり、一部に原油高の影響が懸念されるものの、各

業種に回復のすそ野は広がってきております。このような環境下、当グループはお客様

との価値共有を通じて持続的な成長を目指し、三位一体による基盤能力の強化と強化重

点施策による顧客の拡大を図ってまいります。 
 
次期の連結業績見通しにつきましては、売上高は、競争の激化とともに価格下落傾向は

一層の進行を見せているものの、オープン系プロダクトについては堅調に推移すると見込

まれること、また、サービス売上は引き続き順調に推移すると見込んでおり、売上高全体

では３．０％増収の３，２７０億円を計画しております。 
また、利益面では、当期と同様にユニシス・コーポレーションに対する技術情報・技

術援助の提供料および商標使用料の改定による影響はあるものの、売上高の増加による

利益増加によって、営業利益は１８．５％増益の６０億円、経常利益は１２．９％増益

の５５億円、当期純利益は５８．８％増益の３０億円をそれぞれ計画しております。 
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  ２００７年３月期連結業績見通し                  （百万円） 
 ２００７年３月期 ２００６年３月期 増 減 

売上高 ３２７,０００ ３１７,４８６ ＋９,５１３ (＋３.０％) 

営業利益 ６,０００ ５,０６５ ＋９３４ (＋１８.５％) 

経常利益 ５,５００ ４,８７０ ＋６２９ (＋１２.９％) 

当期純利益 ３,０００ １,８８９ ＋１,１１０ (＋５８.８％) 

 
２．財政状態 
当期の現金及び現金同等物（以下、「資金」という）につきましては、アウトソーシン

グ用のコンピュータの取得およびソフトウェアの開発等の投資活動、および当社の関係

会社でありましたユニシス・コーポレーションが保有する当社株式を一部買い受けたこ

とによる資金需要が、営業活動により得られた資金を上回ったことから、これを新規借

入の実施およびコマーシャル・ペーパーの発行等の財務活動によりまかないました。そ

の結果、現金及び現金同等物は期首残高に比べ４８億４３百万円増加し、期末残高は 
３０８億２７百万円となりました。 
 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 
営業活動により得られた資金につきましては、税金等調整前当期純利益４３億１８百

万円（前期比４４億８９百万円減）、非現金支出費用である減価償却費１５７億３５百万

円（前期比２６億２７百万円減）および、売掛金の回収による売上債権の減少４４億 
７７百万円（前期比５９億４９百万円増）等の結果、１８９億７７百万円（前期比６８

億６４百万円増）の収入となりました。 
 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 
投資活動により支出した資金につきましては、主に営業用コンピュータ等の有形固定

資産の取得による支出７７億３５百万円（前期比２３億２５増）、およびアウトソーシン

グ用ソフトウェア開発投資を中心とした無形固定資産の取得による支出１１３億８１百

万円（前期比１億円減）等により、１９３億３百万円（前期比２６億３２百万円増）の

支出となりました。 
 
（財務活動によるキャッシュ・フロー） 
財務活動による資金につきましては、当社の関係会社でありましたユニシス・コーポ

レーションが保有する当社株式の一部を買い受けたこと等による自己株式の取得１８２

億６３百万円（前期比１６８億２９百万円増）、長期借入金の返済８４億４６百万円（前

期比２８億１７百万円増）等の支出に対し、コマーシャル・ペーパーの発行による収入

１４０億円（前期比８０億円増）、長期借入金の借入による収入１３８億円（前期比７９

億円増）等により、５１億６９百万円（前期比１５億３６百万円増）の収入となりまし

た。 
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 2006年 3月期 2005年 3月期 2004年 3月期 2003年 3月期 

株主資本比率（％） ３３．１ ４３．６ ４１．７ ４１．２ 

時価ベースの 

株主資本比率（％） 
７０．３ ５２．９ ４１．６ ２５．３ 

債務償還年数（年） ３．４ ３．４ ２．３ ２．８ 

インタレスト・ 

カバレッジ・レシオ 
４０．２ ２６．１ ２７．０ ２２．１ 

（注）株主資本比率：株主資本／総資産 
   時価ベースの株主資本比率：株式時価総額／総資産 
   債務償還年数：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 
   インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い 

   ※上記指標は、いずれも連結ベースの財務数値により算出しております。 
 
 
 
３．事業等のリスク 
 当社グループの主な事業等のリスクは次のとおりです。 

 

（１）経済動向および市場環境による影響 

当社グループが属する情報サービス産業においては、企業の IT投資は上向きになり
つつあるものの、ユーザ企業のコスト削減、投資対効果（ROI）重視の姿勢強化などか
ら、IT 製品、サービスの価格は引き続き低下傾向にあります。こうした市場環境のも
と、予想を超える価格競争の激化や技術革新への対応が遅れる等の事態が発生した場

合、当社の財政状態および経営成績は影響を受ける可能性があります。 

 

（２）プロジェクト管理に関するリスク 

当社グループは、多数のシステム開発を行っておりますが、競争激化の中で短納期、

複雑化、大型化した案件が増加している状況において、その中の案件において開発プ

ロセスに問題が生じた場合に、その修復に大きな費用を要し、コストオーバーとなる

リスクがあります。このため、プロジェクト管理体制の一層の強化により、コストオ

ーバーの予防と早期発見のための施策を実施し、発生防止に努めております。 

 

（３）為替変動リスク 

当社は、ユニシス・コーポレーション製のコンピュータ等の販売に関する日本総代

理店であり、日本国内における当該コンピュータ等の輸入販売を行っております。こ

のことから、当社グループの外貨建仕入高は 2006年 3月期において、１４２億２百万
円となっており、これは為替変動の影響を受けることとなります。このため、為替予

約等によるリスクヘッジを行っております。 
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（４）情報管理に関するリスク 

当社グループは事業活動を通じ、当社グループ自身の情報はもとより、情報システ

ムの開発、提供にあたり、多くのお客様の秘密情報、お客様が保有する個人情報に接

する機会を有しております。そのため情報管理は IT産業に身をおく当社グループの最
重要課題と認識し、その管理には万全を期しております。しかしながら、万が一の予

期せぬ事態による流出に対応するため、一定額までの保険を付保しておりますが、そ

れ以上の多額の対応費用を要したり、社会的信用の失墜により、経営成績に影響を与

える可能性があります。 

 

（５）知的財産権に関するリスク 

当社グループは事業を遂行する上で、多くのコンピュータ・プログラムに関する知

的財産権を利用しております。このためライセンスの取得、維持が予定どおり行われ

なかった場合は、当社グループの事業活動に影響を及ぼす可能性があります。 

また、コンピュータ・プログラムに関する知的財産権に関する訴訟において当社グ

ループが当事者となる可能性があり、その結果、費用が発生し、当社グループの経営

成績に影響を与える可能性があります。 

 

（６）自然災害等のリスク 

地震等の自然災害により、当社グループの主要な事業所等が壊滅的な損害を被った

場合は、その修復または代替のために巨額な費用を要するとともに、販売等に大きな

影響を与えるため、当社グループの経営成績に影響を与える可能性があります。この

ため、当社グループでは事業継続活動に取り組んでおります。 

 

（７）重要な仕入先との関係 

当社は、ユニシス・コーポレーション製のコンピュータ等の販売に関する日本総代

理店であり、日本国内における当該コンピュータ等の輸入販売、保守サービスを行う

とともに、ユニシス・コーポレーションより商標使用権の設定および技術情報、技術

援助の提供を受けております。ユニシス・コーポレーションとの取引関係はこれまで

安定的に推移しておりますが、万が一このような取引関係が継続困難となった場合に

は、当社グループの経営成績に影響を与える可能性があります。 
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４．連結財務諸表等 

連結損益計算書  
                                                                                                                

当連結会計年度 前連結会計年度 比較増減(△) 
区分 

2005.4.1～2006.3.31 2004.4.1～2005.3.31 金   額 増減率 
 百万円 百万円 百万円 ％

売上高  ３１７，４８６ ３０８，８６８ ８，６１７ 2.8 

      

売上原価  ２４８，５５２ ２３２，９４１ １５，６１１ 6.7 

      

売上総利益  ６８，９３４ ７５，９２７ △ ６，９９３ △ 9.2 

      

販売費及び一般管理費  ６３，８６８ ６５，５１４ △ １，６４５ △ 2.5 

      

営業利益  ５，０６５ １０，４１３ △ ５，３４７ △ 51.4 

      

営業外収益      

受取利息及び受取配当金  １７０ ２０８ △ ３７  

上場有価証券売却益  １６９ ２０７ △ ３８  

その他  ２６３ ３３３ △ ７０  

      

営業外費用      

支払利息 ４５７ ４６３ △ ６  

為替差損 
 
 ２８８ ６４ ２２３  

その他  ５３ １０１ △ ４７  

      

経常利益  ４，８７０ １０，５３３ △ ５，６６３ △ 53.8 

      

特別利益      

固定資産売却益  ２２５ １６ ２０８  

投資有価証券売却益  ０ ２７１ △ ２７１  

その他  １８ １７   ０  

      

特別損失      

減損損失  ３８０ － ３８０  

投資有価証券評価損  １３２ ８０ ５１  

特別退職支援金  １１７ １，２９１ △ １，１７４  

電話加入権臨時償却費  － ３０４ △ ３０４  

退職給付制度改定損失  － ８７ △ ８７  

その他  １６５ ２６６ △ １０１  

      

   税金等調整前当期純利益  ４，３１８ ８，８０８ △ ４，４８９ △ 51.0 

      

法人税、住民税及び事業税  ３，６６２ ２，６９１ ９７０  

      

法人税等還付額  － △ ２０３ ２０３  

      

法人税等調整額 △ １，３２６ １，５６１ △ ２，８８８  

      

少数株主利益  ９３ ４１ ５１  

      

当期純利益  １，８８９ ４，７１６ △ ２，８２７ △ 59.9 
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連結貸借対照表 
 

当連結会計年度 前連結会計年度 
区分 

2006.3.31 2005.3.31 
比較増減(△) 

  百万円□ 百万円□ 百万円□

(資産の部)       

       

流動資産       

       

現金及び預金  ３０，８３７  ２５，９９３ ４，８４３ 

受取手形及び売掛金  ８０，７０９  ８５，１４９ △ ４，４４０ 

たな卸資産  １９，３２１  １５，２１５ ４，１０５ 

繰延税金資産  １０，３７２  ９，０６７ １，３０５ 

前払費用  １７，１０９  ４，１１１ １２，９９８ 

その他  １，４７７  １，０７５ ４０１ 

貸倒引当金 △ ６３  △ ９５ ３１ 

流動資産計  １５９，７６３  １４０，５１８ １９，２４５ 

      

固定資産      

      

有形固定資産      

      

建物及び構築物  ４，５１６  ４，８１３ △ ２９６ 

機械装置及び運搬具  １４，４８４  １５，０８７ △ ６０３ 

その他  ２，３２９  ２，５７５ △ ２４６ 

有形固定資産計  ２１，３２９  ２２，４７６ △ １，１４６ 

      

無形固定資産      

      

ソフトウェア  ２３，０２０  １９，４１９ ３，６００ 

その他  ２８  １４４ △ １１５ 

無形固定資産計  ２３，０４９  １９，５６４ ３，４８５ 

      

投資その他の資産      

      

投資有価証券  １１，２９５  ８，８５８ ２，４３６ 

繰延税金資産  ７，２６２  ８，０２７ △ ７６４ 

前払年金費用  １０，４５５  １１，８５９ △ １，４０４ 

その他  １１，４２８  １１，３８０ ４８ 

貸倒引当金 △ ６５３  △ ５２８ △ １２５ 

投資その他の資産計  ３９，７８７  ３９，５９６ １９１ 

固定資産計  ８４，１６７  ８１，６３６ ２，５３０ 

資産合計 ２４３，９３１ ２２２，１５５ ２１，７７５ 
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当連結会計年度 前連結会計年度 
区分 

2006.3.31 2005.3.31 
比較増減(△) 

 百万円□ 百万円□ 百万円□  

(負債の部)        

        

流動負債        

支払手形及び買掛金  ５３，８１９  ３９，５５５ １４，２６３  

短期借入金  ５，９６０  ９９４ ４，９６６  

長期借入金（１年以内）  ２，０５０  ８，４４６ △ ６，３９６  

コマーシャル・ペーパー  ２０，０００  ６，０００ １４，０００  

未払法人税等  ３，０５０  ２，１０１ ９４８  

未払費用  １４，８０９  １４，５３３ ２７６  

引当金  １，３０３  １，０６７ ２３６  

その他  １８，６５４  １６，７２６ １，９２８  

流動負債計  １１９，６４８  ８９，４２４ ３０，２２３  

       

固定負債       

社債  ８，０００  ８，０００ －  

長期借入金  ２７，１２５  １５，３７５ １１，７５０  

引当金  １，９５８  ２，３６８ △ ４０９  

その他  ５，６７８  ９，５４３ △ ３，８６４  

固定負債計  ４２，７６２  ３５，２８６ ７，４７５  

負債合計  １６２，４１０  １２４，７１１ ３７，６９９  

少数株主持分  ６７０  ５５１ １１９  

 

(資本の部) 

      

       

資本金  ５，４８３  ５，４８３ －  

       

資本剰余金  １５，２８８  １５，２８１ ６  

       

利益剰余金  ７８，３８８  ７７，３９０ ９９７  

       

その他有価証券評価差額金  ３，２８５  ２，１５０ １，１３４  

       

自己株式申込証拠金 ２ － ２  

自己株式 △ ２１，５９７ △ ３，４１３ △ １８，１８４  

資本合計  ８０，８５０  ９６，８９２ △ １６，０４２  

負債、少数株主持分及び資本合計  ２４３，９３１  ２２２，１５５ ２１，７７５  
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連結剰余金計算書 

 

当連結会計年度 前連結会計年度 
区分 

2005.4.1～2006.3.31 2004.4.1～2005.3.31 

                百万円□                百万円□

   

（資本剰余金の部）   

   

資本剰余金期首残高 １５，２８１ １５，２８１ 

   

資本剰余金増加高 ６ － 

   

自己株式処分差益 ６ － 

   

資本剰余金期末残高 １５，２８８ １５，２８１ 

   

（利益剰余金の部）   

   

利益剰余金期首残高 ７７，３９０ ７３，５４２ 

   

利益剰余金増加高 １，８８９ ４，７１６ 

   

当期純利益 １，８８９ ４，７１６ 

   

利益剰余金減少高 ８９１ ８６８ 

   

配当金 ７９２ ８０１ 

取締役賞与 ９９ ６６ 

   

利益剰余金期末残高 ７８，３８８ ７７，３９０ 
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連結キャッシュ・フロー計算書 
 

当連結会計年度 前連結会計年度 
区分 

2005.4.1～2006.3.31 2004.4.1～2005.3.31 
比較増減（△） 

  百万円  百万円  百万円 
営業活動によるキャッシュ・フロー       
税金等調整前当期純利益  ４，３１８  ８，８０８ △ ４，４８９ 
減価償却費  １５，７３５  １８，３６３ △ ２，６２７ 
固定資産売却益 △ ２２５ △ １６ △ ２０８ 
投資有価証券売却益 △ １６９ △ ４７９  ３１０ 
引当金の減少額 △ ８０ △ ２６３  １８３ 
売上債権の増減額  ４，４７７ △ １，４７１  ５，９４９ 
たな卸資産の増加額 △ ４，１０５ △ ４，２４２  １３６ 
仕入債務の増減額  １４，２４７ △ ３，３６０  １７，６０８ 
その他営業活動によるキャッシュ・フロー △ １２，０７１ △ １，５７８ △ １０，４９３ 

小計  ２２，１２７  １５，７５８  ６，３６９ 
利息及び配当金の受取額  １７２  ２０６ △ ３４ 
利息の支払額 △ ４７２ △ ４６３ △ ８ 
法人税等の支払額 △ ２，８５０ △ ３，３８９  ５３９ 
営業活動によるキャッシュ・フロー  １８，９７７  １２，１１２  ６，８６４ 

       
投資活動によるキャッシュ・フロー       
有形固定資産の取得による支出 △ ７，７３５ △ ５，４０９ △ ２，３２５ 
有形固定資産の売却による収入  ３３８  ２１  ３１７ 
無形固定資産の取得による支出 △ １１，３８１ △ １１，４８１  １００ 
投資有価証券の取得による支出 △ ７８７ △ ４５１ △ ３３６ 
投資有価証券の売却による収入  ２９９  ５５４ △ ２５４ 
その他投資活動によるキャッシュ・フロー △ ３７  ９５ △ １３３ 
投資活動によるキャッシュ・フロー △ １９，３０３ △ １６，６７１ △ ２，６３２ 

       
財務活動によるキャッシュ・フロー       
短期借入金の純増減額  ４，９６６ △ １４６  ５，１１２ 
長期借入れによる収入  １３，８００  ５，９００  ７，９００ 
長期借入金の返済による支出 △ ８，４４６ △ ５，６２９ △ ２，８１７ 
コマーシャル・ペーパーの純増加額  １４，０００  ６，０００  ８，０００ 
自己株式の取得による支出 △ １８，２６３ △ １，４３３ △ １６，８２９ 
ストックオプションの権利行使による収入  ８８  －  ８８ 
配当金の支払額 △ ７９３ △ ８０２  ９ 
その他財務活動によるキャッシュ・フロー △ １８１ △ ２５５  ７３ 
財務活動によるキャッシュ・フロー  ５，１６９  ３，６３３  １，５３６ 
現金及び現金同等物の増減額  ４，８４３ △ ９２５  ５，７６８ 
現金及び現金同等物の期首残高  ２５，９８３  ２６，９０９ △ ９２５ 
現金及び現金同等物の期末残高  ３０，８２７  ２５，９８３  ４，８４３ 
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 

１.連結の範囲に関する事項 

 

（１）連結子会社の数 １１社 

 

       ユニアデックス㈱ 

       日本ユニシス・ソリューション㈱ 

日本ユニシス・エクセリューションズ㈱他 

 

なお、Ｇ＆Ｕシステムサービス（株）を２００５年９月２日に設立し、当連結会計年度より新たに連結の範囲に

含めております。 

 

（２）非連結子会社の数 ３社 

非連結子会社の総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）および利益剰余金（持分に見合う額）等は、いず

れも連結財務諸表に及ぼす影響が軽微であるため、連結の範囲から除いております。 

 

２.持分法の適用に関する事項 

 

持分法を適用していない非連結子会社（ＮＵＬシステムサービス・コーポレーション、他２社）および関連会社（(株)

ユニスタッフ、他３社）は、それぞれ当期純損益および利益剰余金に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体として

も重要性がないため、これらの会社に対する投資については持分法を適用せず、原価法によっております。 

 

３.会計処理基準に関する事項 

 

（１）重要な資産の評価基準及び評価方法 

               

① 有価証券  

その他有価証券 

イ． 時価のあるもの  決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は移動平均法により算定しております。） 

ロ． 時価のないもの  移動平均法による原価基準 

 

② デリバティブ 時価法 

③ たな卸資産 

イ． 販売用 

コンピュータ 

 
主として移動平均法による原価基準 

ロ． 保守サービス用 

部品他 

 
移動平均法による原価基準 

 

（２）重要な減価償却資産の減価償却の方法 

 

① 建物及び構築物  定率法によっております。ただし、連結子会社日本ユニシス・サプライ㈱の一

部の工場設備、および１９９８年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除

く）については定額法によっております。 

なお、耐用年数は６年～５０年であります。 

② 機械装置及び運搬具 

   (営業用コンピュータ) 

 営業利用目的に対応し５年で残存価額が零となる方法によっております。 
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③ ソフトウェア    

イ．市場販売目的の 

ソフトウェア 

 見込販売収益に基づく償却額と見込販売可能期間に基づく均等配分額とを比

較し、いずれか大きい額を計上する方法によっております。 

なお、見込販売可能期間は原則として３年と見積っております。 

 

 
 

ロ．自社利用の 

ソフトウェア 

 見込利用可能期間に基づく定額法によっております。 

なお、見込利用可能期間は原則として５年と見積っております。 

 

（３）重要な引当金の計上基準 

 

①貸倒引当金 売掛金等債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒

実績率法により、貸倒懸念債権および破産更生債権等については個別に回

収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

 

②退職給付引当金         従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務

（前払年金費用）        および年金資産の見込額に基づき計上しております。 

なお、会計基準変更時差異については１０年による均等額を費用処理して

おります。 

数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数(１０年)による定額法により翌連結会計年度から費用処理しており

ます。 

過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年

数（１０年）による定額法により費用処理しております。 

 

（４）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準 

 

外貨建金銭債権債務は、連結会計年度末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理して

おります。 

 

（５）重要なリース取引の処理方法 

 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

 

（６）重要なヘッジ会計の方法 

 

①ヘッジの会計の方法 

繰延ヘッジ処理によっております。なお、振当処理の要件を満たしている為替予約については振当処理に、特

例処理の要件を満たしている金利スワップについては特例処理によっております。 

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

商品輸入の予定取引に関する為替変動リスクに対して為替予約および通貨オプションを、変動金利の短期借入

金の金利変動リスクに対して金利スワップをそれぞれヘッジ手段として、ヘッジ取引を行っております。 

③ヘッジ方針 

ヘッジ取引は、ヘッジ対象の範囲内で為替変動リスクおよび金利変動リスクをヘッジする手段として行い、投

機目的やトレーディング目的のデリバティブ取引は行わない方針であります。 

④ヘッジ有効性の評価の方法 

ヘッジの有効性の判定は、原則としてヘッジ開始時から有効性判定時点までの期間において、ヘッジ対象の相

場変動またはキャッシュ・フロー変動の累計とヘッジ手段の相場変動またはキャッシュ・フロー変動の累計と

を比較し、両者の変動額等を基礎にして判断しております。ただし、特例処理によっている金利スワップにつ

いては、有効性の評価を省略しております。 
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（７）消費税等の会計処理 

 

税抜き方式を採用しております。 

 

４. 連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 

 

連結子会社の資産および負債の評価については、全面時価評価法によっております。 

    

５. 利益処分項目等の取扱いに関する事項 

 

連結剰余金計算書は、連結会社の利益処分について連結会計年度中に確定した利益処分に基づいて作成しており

ます。 

 

６. 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

 

連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）の範囲は、手許現金、随時引き出し可能な

預金および容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から３ヶ月以内

に償還期限の到来する短期投資であります。 

 

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 当連結会計年度より、固定資産の減損に係る会計基準（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」

（企業会計基準審議会  平成１４年８月９日）および「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基

準適用指針第６号  平成１５年１０月３１日））を適用しております。これにより税金等調整前当期純利益は、  

３８０百万円減少しております。 

 なお、減損損失累計額については、改正後の連結財務諸表規則に基づき各資産の金額から直接控除しております。 

 

追加情報 

 当社は、設立当初よりユニシス・コーポレーションのユニシス製コンピュータ等に関する日本総代理店となって

おり、当該代理店契約に関連し、技術情報・技術援助の提供および商標使用権の設定に関する契約を締結しており

ます。 

 当期はこの商標使用権等の対価の更改時期にあたるため、最近の日本市場における環境変化を考慮し、契約条件

の見直しを行ってまいりましたが、基本事項につき合意に達し、２００５年１０月６日に契約を締結いたしました。 

 変更の内容としては、商標使用権等に関し、期限の定めのない使用許諾の対価を一括して支払う契約に変更致し

ました。また、顧客に対するサポート・サービスに必要な高度な技術支援ならびに技術情報の提供の対価について

は、一定額を毎期支払うことといたしました。 

 なお、商標使用権等の一括使用許諾料については、２００７年３月期についても当期と同様の費用負担が発生し

ますが、２００８年３月期以降についての費用負担はなくなります。 

 

（変更契約の内容） 

(a) 商標使用権等の設定、提供 

 対 価 ： 一括使用許諾料      ２２５百万米ドル 

 契 約 期 間 ： ２００５年４月１日より発効（期限の定めなし） 

 支 払 時 期 ： ２００５年１０月    １１２．５百万米ドル 

   ２００６年１０月    １１２．５百万米ドル 

   

(b) サポート・サービスに必要な高度な技術支援ならびに技術情報の提供 

 対 価 ： 年間２０百万米ドル（５年後更新時に見直し） 

 契 約 期 間 ： ２００５年４月１日より５年間（５年後更新） 

 支 払 時 期 ： 四半期毎に精算 
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（変更契約に係る会計処理） 

(a) 商標使用権等の一括使用許諾料 

   ２００５年４月１日より２年間で費用処理 

(b) サポート・サービス料 

   毎期、経過期間分を費用処理 

 

 なお、当該契約締結に関連して連結損益計算書および連結貸借対照表に計上した額は、以下のとおりであります。 

 

(連結損益計算書)  

  売上原価 １４,６６５百万円 

  

(連結貸借対照表)  

  流動資産  

    前払費用 １２,７３３百万円 

  流動負債  

    支払手形及び買掛金 １２,９７２百万円 

 

 

注記事項 

連結貸借対照表関係 

  当連結会計年度 前連結会計年度 

１．有形固定資産の減価償却累計額 ７７,５４７百万円 ８０,５６３百万円 

２．保証債務 ３,４５５百万円 ４,１３６百万円 

 

連結損益計算書関係 

 

１．減損損失 

 

(１) 減損損失を認識した主な資産 

区    分 
当連結会計年度 

2005.4.1～2006.3.31 

前連結会計年度 

2004.4.1～2005.3.31 

場所 東京都江東区 － 

用途 インターネットサービス用資産 － 

種類 リース資産、ソフトウェア他 － 

 

 

 

(２) 減損損失の認識に至った経緯 

        減損損失を認識したグループについては、継続的に営業損失を計上しており、かつ将来キャッシュ・フローの 

        見積り総額が帳簿価額を下回るため、帳簿価額を回収可能額まで減額し、当該減少額を減損損失として特別損 

        失に計上しております。 
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(３) 減損損失の金額 

区    分 
当連結会計年度 

2005.4.1～2006.3.31 

前連結会計年度 

2004.4.1～2005.3.31 

  百万円 百万円 

機械装置 ２０ － 

その他有形固定資産 １６ － 

ソフトウェア ７６ － 

その他無形固定資産 ７９ － 

リース資産 １８６ － 

合計 ３８０ － 

 

(４) 減損損失の金額資産のグルーピング方法 

当社グループは事業用資産について、原則として契約形態別の売上区分に基づいてグルーピングを行ってお

ります。 

 

(５) 回収可能価額の算定方法 

回収可能価額は使用価値により測定しており、将来キャッシュ・フローを３．０％で割引いて算定しており 

ます。 

 

連結キャッシュ・フロー計算書関係 

  現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

                                                                                          

 当連結会計年度 前連結会計年度 

 百万円 百万円 

現金及び預金勘定 ３０，８３７ ２５,９９３ 

預入期間が３ヶ月を超える定期預金   △１０  △１０ 

現金及び現金同等物   ３０，８２７    ２５,９８３ 

   

セグメント情報 

（１）事業の種類別セグメント情報 

 

前連結会計年度および当連結会計年度については、当社グル－プは、コンピュ－タ、ソフトウ

ェア、その他関連商品ならびにこれらに関する各種サ－ビスを提供する単一事業区分の業

務を営んでいるため、事業の種類別セグメント情報の記載を行っておりません。 

 

（２）所在地別セグメント情報 

 

前連結会計年度および当連結会計年度については、在外連結子会社および在外支店がないため、

所在地別セグメント情報の記載を行っておりません。 

 

（３）海外売上高 

 

前連結会計年度および当連結会計年度については、連結売上高に対する海外売上高の割合

が僅少のため、海外売上高の記載を省略しております。 

 

リース取引 

  ＥＤＩＮＥＴにより開示を行うため記載を省略しております。 
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関連当事者との取引 
 当連結会計年度 

 （１）親会社及び法人主要株主等 

属性 その他の関係会社 

会社名 三井物産株式会社 ユニシス・コーポレーション 

住所 東京都千代田区 アメリカ合衆国ペンシルバニア州 

資本金 ２９５，７６６百万円 ３．５百万米ドル 

事業の内容 総合商社 
ＩＴサービスおよびソリューションの

提供 

議決権等の被所有割合 直接３２．４０％  間接０．０１％ － 

役員の兼任等 兼任 ２名 転籍 ４名 兼任 ２名 出向 ３名 
関係 

内容 
事業上の関係 ユニシス製コンピュータ等の仕入代行 

コンピュータおよびソフトウェアの製

造供給元 

営業取引 営業取引 

取引の内容 
①販売用および営業用コンピュータの

仕入他 

②商標使用権等の一括使用許諾料、サポ

ート・サービスに必要な技術支援なら

びに技術情報の提供料、およびソフト

ウェア使用料の支払他 

取引金額 ７，９７８百万円 ３５，８７７百万円 

科目 買掛金他 － 

期末残高 ２，１５８百万円 － 

（注）１. 上記取引金額には消費税等は含まず、期末残高には消費税等を含んで表示しております。 

 

２．取引条件および取引条件の決定方針等 

① 販売用および営業用コンピュータの仕入については、ユニシス・コーポレーション等のメーカーに

当社希望価格を提示し、交渉の上諸条件を決定しております。 

なお、仕入にあたっては、仕入代行機関の同社を経由して行っておりますので、取引金額はユニシ

ス・コーポレーション等のメーカーからの仕入額と同社の仕入代行に伴う諸費用の合計額でありま

す。 

② 商標使用権等の一括使用許諾料、サポート・サービスに必要な技術支援ならびに技術情報の提供料、

およびソフトウェア使用料の支払については、個別に諸条件を決定しております。 

 

３．当社の関係会社であったユニシス・コーポレーションは、2006年3月15日付をもって保有する当社株

式の全て（30,224,900株）を売却したことから、同社に対する当社債務の期末残高は記載しておりま

せん。 
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（２）役員及び個人主要株主等 

属性 役員 

氏名 清塚 勝久 

住所 － 

資本金 － 

事業の内容又は職業 当社監査役、東京霞ヶ関法律事務所代表 

議決権等の所有（被所有）割合 なし 

役員の兼任等 － 関係 

内容 
事業上の関係 － 

取引の内容 顧問料の支払 

取引金額 ２百万円 

科目 なし 

期末残高 なし 

（注）１. 上記取引金額には消費税等は含まず表示しております。 

     ２．取引条件及び取引条件の決定方針等 

 清塚勝久氏が代表者である東京霞ヶ関法律事務所に対する顧問料等であり、一般的な契約条件によ

っております。 
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税効果会計  
１．繰延税金資産及び繰延税金負債の主な原因別内訳  
 当連結会計年度 前連結会計年度 
 
     (1)流動資産                                      百万円 百万円 

繰延税金資産    
 未払賞与 ４，６０２  ４，４８２ 
 たな卸資産評価損 １，７５９  １，３６５ 
 未払金（確定拠出年金制度移行分） １，１６１  １，２２８ 
 未払費用 ７８８  ８７１ 
 未払事業税・事業所税 ４２８  ３５７ 
 無償サービス費引当金 ３４７  ３４３ 
 その他 １，２９４  ４１７ 

 繰延税金資産小計 １０，３８１  ９，０６７ 
 評価性引当額 △８  － 

 繰延税金資産合計 １０，３７２  ９，０６７ 
  
    (2)固定資産・負債 

繰延税金資産     
 減価償却超過額 １２，５４５  ７，７１３ 
 未払金（確定拠出年金制度移行分） １，１３１  ２，４２４ 
 退職給付引当金 ８１５  ９０８ 
 繰越欠損金 ２０３  ４，５９１ 
 減損損失 １５４  － 
 その他 １，１４４  １，２２８ 

 繰延税金資産小計 １５，９９４  １６，８６６ 

 評価性引当額  △５４５  △１８６ 

 繰延税金資産合計 １５，４４９  １６，６８０ 
繰延税金負債    
 前払年金費用  △４，２０２  △４，７７３ 

 その他有価証券評価差額金  △２，２５８  △１，４７８ 

 プログラム積立金 △２，０３７  △２，６６４ 

 その他  △２１３  △２６６ 

 繰延税金負債合計 △８，７１２  △９，１８２ 

    
繰延税金資産（負債）の純額 ６，７３７  ７，４９７ 

 
 

（注）前連結会計年度および当連結会計年度における固定資産の繰延税金資産（負債）の純額は、連結

貸借対照表の以下の項目に含まれております。 
  当連結会計年度  前連結会計年度 

   
  百万円 百万円

 固定資産―繰延税金資産 ７，２６２  ８，０２７ 
 固定負債―繰延税金負債 △５２４  △５２９ 
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２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異原因 
 
 当連結会計年度 前連結会計年度 
 ％  ％  

法定実効税率   ４０．７   ４０．７ 
 （調整）      
  評価性引当額の増減  ８．５   － 
  交際費等永久に損金に算入されない項目  ６．７   ３．０ 
  住民税均等割額  １．８   ０．９ 
  ＩＴ投資促進税制  △１．７   － 
  その他  △１．９   １．４ 
税効果会計適用後の法人税等の負担率  ５４．１   ４６．０ 
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有価証券 
 

（１）その他有価証券で時価のあるもの 

 当連結会計年度 前連結会計年度 

区  分 2006.3.31 2005.3.31 

 取得原価 
連結貸借対照表

計上額 
差 額 取得原価 

連結貸借対照表

計上額 
差 額 

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えるもの 
百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 

  株式 ３，４７１ ９，０１７ ５，５４６ ２，７６４ ６，４２５ ３，６６１ 

小計 ３，４７１ ９，０１７ ５，５４６ ２，７６４ ６，４２５ ３，６６１ 

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えないもの 
      

  株式 ２６９ ２５７ △１１ ５２８ ４８９ △３９ 

  債券 ５０ ４６ △３ １００ １００ － 

小計 ３１９ ３０４ △１５ ６２８ ５８９ △３９ 

合計 ３，７９１ ９，３２２ ５，５３１ ３，３９２ ７，０１５ ３，６２２ 

  

 （２）当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

区    分 
当連結会計年度 

2005.4.1～2006.3.31 

前連結会計年度 

2004.4.1～2005.3.31 

  百万円 百万円 

  売却額 ２９９ ５５４ 

  売却益の合計額 １６９ ４７９ 
  売却損の合計額 △０ － 
  

 （３）時価評価されていない有価証券 

当連結会計年度 

2006.3.31 

前連結会計年度 

2005.3.31 
区    分 

連結貸借対照表計上額 連結貸借対照表計上額 

その他有価証券 百万円 百万円 

  非上場株式 

  債権 

  その他 

１，５２９ 
１００ 
２８ 

１，４７１ 
－ 

５６ 
合計 １，６５８ １，５２８ 

 

 （４）その他有価証券のうち満期があるものおよび満期保有目的の債券の今後の償還予定額 

当連結会計年度 

2006.3.31 

前連結会計年度 

2005.3.31 
区    分 

１年以内 
１年超 

５年以内 

５年超 

１０年以内 
１年以内 

１年超 

５年以内 

５年超 

１０年以内 

 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 
  債券 － ４６ １００ － － １００ 
  その他 － ２８ － ２６ ３０ － 

合計 － ７５ １００ ２６ ３０ １００ 
    

 

デリバティブ取引 
 

ＥＤＩＮＥＴにより開示を行うため記載を省略しております。 
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退職給付 

 

(１)  採用している退職給付制度の概要 

当社、ユニアデックス(株)および日本ユニシス・ソリューション(株)は、退職金制度として、確定給付企業年金制

度（キャッシュ・バランス・プラン）ならびに確定拠出年金制度および退職金前払制度（確定拠出年金制度との選

択制）を設けております。 

その他の連結子会社は、確定拠出年金制度、確定給付型の適格退職年金制度および退職一時金制度を設けておりま

す。 

また、一部の連結子会社は総合型厚生年金基金に加入しておりますが、当該厚生年金基金制度は退職給付実務指針

３３項の例外処理を行う制度であります。同基金の年金資産残高のうち当該連結子会社の加入人員割合に基づく期

末年金資産残高は１，８０７百万円であります。 

 

(２)  退職給付債務に関する事項   （当連結会計年度）  （前連結会計年度） 

① 退職給付債務                                  △１００，２５１百万円        △９９，８９３百万円 

② 年金資産    １１０，０８５百万円          ８４，４８１百万円 

③ 未積立退職給付債務                            ９，８３３百万円     △  １５，４１２百万円 

④ 会計基準変更時差異の未処理額                        ８，３３６百万円           １０，４２１百万円 

⑤ 未認識数理計算上の差異                               ４８１百万円           ２５，８８４百万円 

⑥ 未認識過去勤務債務                             △   ９，６９８百万円       △  １０，９２０百万円 

⑦ 連結貸借対照表計上額純額                           ８，９５３百万円          ９，９７２百万円 

⑧ 前払年金費用      １０，４５５百万円           １１，８５９百万円    

⑨ 退職給付引当金                      △  １，５０１百万円       △   １，８８６百万円 

(注) 一部の連結子会社は、退職給付債務の算定に当たり、簡便法を採用しております。 

         

(３) 退職給付費用に関する事項   （当連結会計年度）  （前連結会計年度） 

① 勤務費用（注１）                                     ２，８５７百万円             ２，８８８百万円 

② 利息費用                                             １，９９１百万円             ２，００３百万円 

③ 期待運用収益                                     △ ２，５２９百万円         △ ２，３４１百万円 

④ 会計基準変更時差異の費用処理額                       ２，０８４百万円             ２，０９６百万円 

⑤ 未認識過去勤務債務の費用処理額                   △ １，２２２百万円         △ １，２０８百万円 

⑥ 未認識数理計算上の差異の費用処理額        ３，８５４百万円             ４，０７３百万円 

⑦ その他 （注２）      １，０４７百万円            １，０２５百万円 

⑧ 退職給付費用        ８，０８３百万円            ８，５３８百万円 

⑨ 退職給付制度改定損失              －百万円             ８７百万円 

  計        ８，０８３百万円            ８，６２６百万円 

  

(注１) 簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は勤務費用に含めております。 

(注２）「その他」は、確定拠出年金への拠出額、退職金前払制度による従業員に対する前払退職金支給額および総

合型厚生年金基金の掛金であります。 
        

(４) 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項       （当連結会計年度） （前連結会計年度） 

① 退職給付見込額の期間配分方法               期間定額基準                    同  左 

② 割引率                                    ２.０ ％                   ２.０ ％ 

③ 期待運用収益率                           ３.０ ％                   ３.０ ％ 

④ 過去勤務債務の処理年数 １０年（定額均等費用処理）             同  左 

⑤ 数理計算上の差異の処理年数               １０年（発生の翌連結会計年度      同  左 

 からの定額均等費用処理） 

⑥ 会計基準変更時差異の処理年数                １０年        同  左 
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５．生産、受注及び販売の状況 
 
（１）生産実績 

 
  

品 目 金額 前期比 
 百万円 ％ 

シ ス テ ム サ ー ビ ス             ９８，１６３ ＋２０．７ 

ソ フ ト ウ ェ ア             １７，２１９ ＋２．２ 

合計 １１５，３８２ ＋１７．６ 

 
（２）受注状況 

 
   
区分 受注高 前期比 受注残高 前期比 

 百万円 ％ 百万円 ％ 

サ ー ビ ス             １８２，１６４ ＋５．７ ８５，６１０ ＋２．３ 

ソ フ ト ウ ェ ア             ４４，０１８ ＋１１．３ １５，４７３ △４．６ 

ハ ー ド ウ ェ ア             ７８，９６２ ＋１８．３ ２０，７０２ ＋２４．９ 

合計 ３０５，１４５ ＋９．５ １２１，７８６ ＋４．５ 

 （注）・受注残高については、1年以内売上予定の残高を記載しております。 
・受注高、受注残高については、契約を基準として集計しております。 

 
（３）販売実績 
 

 
 

 

区分 金額 前期比 

 百万円 ％ 

サ ー ビ ス             １９５，４７０ ＋１０．２ 

ソ フ ト ウ ェ ア             ４９，４３９ △５．７ 

ハ ー ド ウ ェ ア             ７２，５７６ △８．１ 

合計 ３１７，４８６ ＋２．８ 
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2006 年 3 月期    個別財務諸表の概要                2006年4月28日 

上 場 会 社 名        日本ユニシス株式会社 上場取引所     東 

コ ー ド 番 号           8056 本社所在都道府県  東京都 

（ＵＲＬ  http://www.unisys.co.jp/ ） 

代  表  者 役職名 代表取締役社長       氏名 井 勝人 
問合せ先責任者 役職名 執行役員広報部長      氏名 田﨑  稔 ＴＥＬ(03)5546－4111 
 
決算取締役会開催日 2006年4月28日 中間配当制度の有無 有 
配当支払開始予定日 2006年6月23日 定時株主総会開催日 2006年6月22日 
単元株制度採用の有無 有(1単元 100株)    
            

1. 2006年3月期の業績（2005年4月1日～2006年3月31日） 
(1)経営成績 
 売 上 高     営業利益 経常利益 

 百万円    ％ 百万円    ％ 百万円    ％ 

2006年3月期 
2005年3月期 

250,230   3.5 
241,793  △3.8 

△2,734   － 
5,486   － 

△1,195    － 
7,204   290.2 

 
 

当期純利益 
1 株 当 た り 
当 期 純 利 益 

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益 
株 主 資 本 

当期純利益率 
総 資 本 

経 常 利 益 率 
売 上 高 

経常利益率 

 百万円   ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％ 

2006年3月期 
2005年3月期 

△674    － 
3,644  △25.3 

△6 61  
33 70  

－  
33 68  

△0.9  
4.2  

△0.6  
3.7  

△0.5  
3.0  

(注) ①期中平均株式数 2006年3月期 104,674,855株 2005年3月期 106,523,292株 

    ②会計処理の方法の変更   無 
     ③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 
 

(2)配当状況 

1株当たり年間配当金 
 

 中 間 期 末 

配当金総額 
(年 間) 

配当性向 
株主資本 
配 当 率     

  円 銭 円 銭  円 銭 百万円 ％ ％ 

2006年3月期 
2005年3月期 

7 50  
7 50  

3 75  
3 75  

3 75  
3 75  

749  
795  

－  
22.3  

1.1  
0.9  

 
(3)財政状態 

 総 資 産      株 主 資 本      株主資本比率 １株当たり株主資本 

 百万円 百万円 ％ 円  銭 

2006年3月期 
2005年3月期 

219,807  
195,739  

69,655  
88,185  

31.7  
45.1  

738 87  
834 11  

(注) ①期末発行済株式数   2006年3月期    94,244,634株 2005年3月期 105,658,036株 

     ②期末自己株式数     2006年3月期   15,418,890株 2005年3月期  4,005,488株 
 

2. 2007年3月期の業績予想(2006年4月1日～2007年3月31日) 
１株当たり年間配当金  

売 上 高     営業利益 経常利益 当期純利益 
中 間 期 末  

 百万円 百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭 円 銭 

中 間 期 
通   期 

104,000 
257,000 

△900 
1,400 

3,200 
5,200 

3,000 
4,500 

3 75 
――― 

――― 
3 75 

――― 
7 50 

(参考)１株当たり予想当期純利益(通期)  47円75銭 
 
（注）1.上記記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。 

   2.上記の業績予想は、現時点での入手可能な情報による判断および仮定に基づき算定しており、リスクや不確定要素の変動およ

び経済情勢等の変化により、実際の業績は、本資料における見通しと大きく異なる可能性があることをご承知おきください。 

    なお、上記の業績予想の前提条件その他の関連する事項については、添付資料の８ページをご参照下さい。 

http://www.unisys.co.jp/
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７．個別財務諸表等 

 

損 益 計 算 書 

 

  当 期 (第62期) 前 期 (第61期) 比 較 増 減 (△) 

 
区分 

 2005.4.1～2006.3.31 2004.4.1～2005.3.31 金    額 増減率 

   百万円 百万円 百万円 ％ 

売上高    ２５０，２３０    ２４１，７９３    ８，４３７   3.5 

                

売上原価    ２０４，６８７    １８５，７７２    １８，９１５   10.2 

 売上総利益    ４５，５４２    ５６，０２０   △ １０，４７８  △ 18.7 

                

販売費及び一般管理費    ４８，２７６    ５０，５３４   △ ２，２５７  △ 4.5 

 営業利益（△は損失）   △ ２，７３４    ５，４８６   △ ８，２２０   - 

               

営業外収益                

 受取利息及び受取配当金    １，４３１    １，２９６    １３５    

 上場有価証券売却益    １６９    ２０７   △ ３８    

 その他    ６３４    ７５７   △ １２２    

営業外費用                

 支払利息及び社債利息    ４１９    ４１９    ０    

 為替差損    ２４１    ４５    １９５    

 その他    ３６    ７８   △ ４２    

 経常利益   △ １，１９５    ７，２０４   △ ８，３９９   - 

               

特別利益                

 固定資産売却益    ２１    ６５   △ ４４    

 投資有価証券売却益    ０    ２６８   △ ２６８    

 その他    １７    １７    ０    

特別損失                

 特別退職支援金    －    １，０５２   △ １，０５２    

 電話加入権臨時償却費    －    ２１６   △ ２１６    

 投資有価証券評価損    １１６    ７６    ３９    

 その他    １３９    １７８   △ ３８    

 税引前当期純利益   △ １，４１１    ６，０３３   △ ７，４４４   - 

                 

 法人税、住民税及び事業税    ５１    ３１    １９    

 法人税等還付額    －   △ ２０３    ２０３    

 法人税等調整額   △ ７８８    ２，５６０   △ ３，３４９    

 当期純利益   △ ６７４    ３，６４４   △ ４，３１８   - 

                 

 前期繰越利益    ５０，０３３    ４６，４７４    ３，５５８    

 中間配当額    ３９６    ３９９   △ ３    

 当期未処分利益    ４８，９６２    ４９，７１９   △ ７５６  △ 1.5 
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貸 借 対 照 表 

 

当期(第62期) 前期(第61期) 
区分 

2006.3.31 2005.3.31 
比較増減(△) 

 (資産の部) 百万円 百万円 百万円 

流動資産              

 現金及び預金    ２９，７６３    ２３，４５１    ６，３１１  

 受取手形    ５８    １３９   △ ８１  

 売掛金    ６２，９４１    ６７，５６１   △ ４，６１９  

 商品    ９，４３８    ７，８９９    １，５３８  

 仕掛品    ２，６５３    １，３３７    １，３１６  

 貯蔵品    ４    ４    －  

 前渡金    １４    １３８   △ １２４  

 前払費用    １４，８８２    １，６１２    １３，２６９  

 繰延税金資産    ４，２５６    ３，３５４    ９０１  

 関係会社短期貸付金    １５，９２６    １６，２５３   △ ３２６  

 その他    ４，２５２    １，７３０    ２，５２２  

 貸倒引当金   △ ６８   △ ７７    ９  

  流動資産計    １４４，１２４    １２３，４０７    ２０，７１７  

             

固定資産              

 有形固定資産              

  建物及び構築物    ３，０８６    ３，２６９   △ １８３  

  営業用コンピュータ    １４，１４９    １４，６９４   △ ５４４  

  工具器具及び備品    ８５７    ９８９   △ １３２  

  土地    ６３４    ６４４   △ １０  

   有形固定資産計    １８，７２８    １９，５９９   △ ８７１  

              
 無形固定資産              

  ソフトウェア    ２２，１５９    １８，３２２    ３，８３６  

  その他    ２４    ２９   △ ５  

   無形固定資産計    ２２，１８４    １８，３５２    ３，８３１  

             

 投資その他の資産              

  投資有価証券    １０，７７２    ８，２７１    ２，５０１  

  関係会社株式    ２，６６２    ２，６３７    ２５  

  出資金    ７８    ７２    ６  

  破産債権更生債権等    ５９５    ５１３    ８１  

  前払年金費用    ６，１９４    ７，３９４   △ １，１９９  

  繰延税金資産    ５，２９３    ６，２０７   △ ９１４  

  敷金    ８，５５４    ８，６９１   △ １３７  

  その他    １，１４２    １，０８５    ５７  

  貸倒引当金   △ ５２３   △ ４９２   △ ３０  

   投資その他の資産計    ３４，７７１    ３４，３８０    ３９１  

  固定資産計    ７５，６８３    ７２，３３１    ３，３５１  

資産合計   ２１９，８０７    １９５，７３９    ２４，０６８   
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当期(第62期) 前期(第61期) 
区分 

2006.3.31 2005.3.31 
比較増減(△) 

 (負債の部) 百万円 百万円 百万円 

流動負債               

  支払手形    ７１    ５９    １２  

  買掛金    ６２，６８５    ４６，３１８    １６，３６６  

  短期借入金    ５，０００    －    ５，０００  

  長期借入金(1年以内)     ２，０５０    ８，４４６   △ ６，３９６  

  コマーシャル・ペーパー    ２０，０００    ６，０００    １４，０００  

  未払金    ２，８７７    ３，０８３   △ ２０６  

  未払費用    ４，７９８    ４，７７４    ２３  

  未払法人税等    １７１    １９０   △ １８  

  前受金    ６，７２９    ５，８６２    ８６６  

  預り金    ３，８３８    １，１７２    ２，６６５  

  前受収益    １，３４９    ８    １，３４０  

  無償サービス費引当金    ５０４    ５５１   △ ４７  

  事務所移転費用引当金    ３    ９８   △ ９５  

  修繕引当金    １４９    －    １４９  

  
進路選択支援補填引当金 

(１年以内) 
   １２８    １０６    ２１  

  その他    １，８９５    １，５４７    ３４７  

   流動負債計    １１２，２５０    ７８，２１９    ３４，０３１  

固定負債               

  社債    ８，０００    ８，０００    －  

  長期借入金    ２７，１２５    １５，３７５    １１，７５０  

  長期未払金    １，８０７    ３，９６２   △ ２，１５５  

  長期預り金    ５３０    １，５１４   △ ９８３  

  役員退職給与引当金    １２２    ２１５   △ ９２  

  進路選択支援補填引当金    １６２    １４１    ２０  

  その他    １５３    １２６    ２７  

 固定負債計    ３７，９０１    ２９，３３４    ８，５６６  

負債合計   １５０，１５２    １０７，５５３    ４２，５９８  

 (資本の部)              

資本金     ５，４８３    ５，４８３    －  

資本剰余金               

 資本準備金    １５，２８１    １５，２８１    －  

 その他資本剰余金              

  自己株式処分差益    ６    －    ６  

  資本剰余金計    １５，２８８    １５，２８１    ６  

利益剰余金               

 利益準備金    １，３７０    １，３７０    －  

 任意積立金              

  陳腐化積立金    ８，３５０    ８，３５０    －  

  別途積立金    ４，４００    ４，４００    －  

  プログラム積立金    ３，８８１    ４，５８３   △ ７０１  

  建物圧縮積立金    １３８    １３８    －  

  特別償却積立金    １５０    ２１３   △ ６３  

 当期未処分利益    ４８，９６２    ４９，７１９   △ ７５６  

  利益剰余金計    ６７，２５４    ６８，７７６   △ １，５２１  

その他有価証券評価差額金     ３，２２４    ２，０５６    １，１６７  

自己株式申込証拠金    ２    －    ２  

自己株式    △ ２１，５９７   △ ３，４１３   △ １８，１８４  

資本合計   ６９，６５５    ８８，１８５   △ １８，５２９  

負債・資本合計   ２１９，８０７    １９５，７３９    ２４，０６８  
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重要な会計方針  

 
１.有価証券の評価基準及び評価方法 

子会社株式及び関連会社株式  移動平均法による原価基準 

その他有価証券   

 時価のあるもの  決算期末日の市場価格等に基づく時価法 

（評価差額は、全部資本直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算

定しております。） 

 時価のないもの  移動平均法による原価基準 

 

２.デリバティブ等の評価基準及び評価方法 

  時価法 

 

３.たな卸資産の評価基準及び評価方法 

商品（販売用コンピュータ）  移動平均法による原価基準 

 

４.固定資産の減価償却の方法 

商品（販売用コンピュータ）  移動平均法による原価基準 

   

営業用コンピュータ  営業利用目的に対応し５年で残存価額が零となる方法によっております。 

   

その他の有形固定資産  定率法によっております。 

ただし、１９９８年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除く）について

は、定額法によっております。 

なお、耐用年数は次のとおりであります。 

建物及び構築物 ６年～５０年 

工具器具及び備品 ２年～２０年 

ソフトウェア   

 市場販売目的のソフトウェア  見込販売収益に基づく償却額と見込販売可能期間に基づく均等配分額

とを比較し、いずれか大きい額を計上する方法によっております。なお、

見込販売可能期間は原則として３年と見積っております。 

 自社利用のソフトウェア  見込利用可能期間に基づく定額法によっております。なお、見込利用可

能期間は原則として５年と見積っております。 

 

５.外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しております。 

 

６.引当金の計上基準 

貸倒引当金  売掛金等債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績

率法により、貸倒懸念債権および破産更生債権等については個別に回収可能

性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

無償サービス費引当金  保守サービス契約およびシステムサービス契約に基づく無償サービス

費用の負担に備えるため、過去の実績率に基づく発生見込額を計上してお

ります。 

事務所移転費用引当金  事務所移転に伴い、従前より賃借していた事務所について当期において解約申

し入れ等を行ったため、これに係る原状回復工事費用等を見積り計上しており

ます。 

退職給付引当金 

（前払年金費用） 

 従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務および年金資産

の見込額に基づき、計上しております。 

なお、会計基準変更時差異については１０年による均等額を費用処理し

ております。 

数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年

数（１０年）による定額法により翌期から費用処理しております。 

過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（１０年）による定額法により費用処理しております。 
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役員退職給与引当金  役員退任慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末支給見込額の全額を計

上しております。 

進路選択支援補填引当金  進路選択支援プログラム制度適用による退職従業員の進路選択支援補

填金の支出に備えるため、期末支援補填金見積額の全額を計上しておりま

す。 

修繕引当金  固定資産の修繕に備えるため、翌期以降に予定される修繕に要する費用

の見積額を計上しております。 

 

７.リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

 

８.ヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理によっております。なお、振当処理の要件を満たしている為替予約については振当処理に、特例処

理の要件を満たしている金利スワップについては特例処理によっております。 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 
 商品輸入の予定取引に関する為替変動リスクに対して為替予約および通貨オプションを、変動金利の短期借入金の

金利変動リスクに対して金利スワップをそれぞれヘッジ手段としてヘッジ取引を行っております。 
③ ヘッジ方針 
 ヘッジ取引は、ヘッジ対象の範囲内で為替変動リスクおよび金利変動リスクをヘッジする手段として行い、投機目

的やトレーディング目的のデリバティブ取引は行わない方針であります。 
④ ヘッジ有効性評価の方法 
 ヘッジの有効性の判定は、原則としてヘッジ開始時から有効性判断時点までの時期において、ヘッジ対象の相場変

動またはキャッシュ・フロー変動の累計とヘッジ手段の相場変動の累計とを比較し、両者の変動額等を基礎にして

判断しております。ただし、特例処理によっている金利スワップについては、有効性の評価を省略しております。 
 

９.その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

 税抜き方式を採用しております。 

 

重要な会計方針の変更 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 当期より、固定資産の減損に係る会計基準（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計基準

審議会  平成１４年８月９日）および「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第６号  平

成１５年１０月３１日））を適用しております。 

 なお、これによる損益への影響はありません。 

 

追加情報 
 当社は、設立当初よりユニシス・コーポレーションのユニシス製コンピュータ等に関する日本総代理店となっており、

当該代理店契約に関連し、技術情報・技術援助の提供および商標使用権の設定に関する契約を締結しております。 
 当期はこの商標使用権等の対価の更改時期にあたるため、最近の日本市場における環境変化を考慮し、契約条件の見直

しを行ってまいりましたが、基本事項につき合意に達し、２００５年１０月６日に契約を締結いたしました。 
 変更の内容としては、商標使用権等に関し、期限の定めのない使用許諾の対価を一括して支払う契約に変更致しました。

また、顧客に対するサポート・サービスに必要な高度な技術支援ならびに技術情報の提供の対価については、一定額を毎

期支払うことといたしました。 
 なお、商標使用権等の一括使用許諾料については、２００７年３月期についても当期と同様の費用負担が発生しますが、

２００８年３月期以降についての費用負担はなくなります。 
 



日本ユニシス（個別） 

-   - 35

（変更契約の内容） 
(a) 商標使用権等の設定、提供 
 対 価 ： 一括使用許諾料      ２２５百万米ドル 
 契 約 期 間 ： ２００５年４月１日より発効（期限の定めなし） 
 支 払 時 期 ： ２００５年１０月    １１２．５百万米ドル 
   ２００６年１０月    １１２．５百万米ドル 
   
(b) サポート・サービスに必要な高度な技術支援ならびに技術情報の提供 
 対 価 ： 年間２０百万米ドル（５年後更新時に見直し） 
 契 約 期 間 ： ２００５年４月１日より５年間（５年後更新） 
 支 払 時 期 ： 四半期毎に精算 

 
（変更契約に係る会計処理） 
(a) 商標使用権等の一括使用許諾料 
   ２００５年４月１日より２年間で費用処理 
(b) サポート・サービス料 
   毎期、経過期間分を費用処理 

 
 なお、当該契約締結に関連して損益計算書および貸借対照表に計上した額は、以下のとおりであります。 
 
(損益計算書)  
  売上原価 １３,３８０百万円 
  
(貸借対照表)  
  流動資産  
    前払費用 １２,７３３百万円 
  流動負債  
    支払手形及び買掛金 １２,９７２百万円 

 

 

注記事項 

貸借対照表関係 

     当 期（第62期）      前 期（第61期） 

(１)有形固定資産の減価償却累計額 ７０，０５９百万円 ７２，９８１百万円  

 (２)保証債務  ２，６６３百万円 ３，２７７百万円 

 (３)配当制限   

 商法施行規則第１２４条第３号

に規定する資産に時価を付した

ことにより増加した純資産額 

３，２２４百万円 ２，０５６百万円 

 

リース取引  

  ＥＤＩＮＥＴにより開示を行うため記載を省略しております。 
 

有価証券  

  前期および当期のいずれにおいても子会社株式および関連会社株式で時価のあるものはありません。 
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税効果会計  

 
１．繰延税金資産及び繰延税金負債の主な原因別内訳  
 当 期（第62期） 前 期（第61期） 
 
     (1)流動資産                                      百万円 百万円 

繰延税金資産    
 未払賞与 １，０８７  １，１４２ 
 未払金（確定拠出年金制度移行分） ７５１  ８０２ 
 未払費用 ５３４  ４０３ 
 たな卸資産評価損 ４３２  ２４９ 
 無償サービス費引当金 ２０３  ２１８ 
 その他 １，２４６  ５３７ 

 繰延税金資産合計 ４，２５６  ３，３５４ 
  
    (2)固定資産 

繰延税金資産      
 減価償却超過額  １０，９８６   ６，９７７ 
 未払金（確定拠出年金制度移行分）  ７３４   １，６０４ 
 繰越欠損金  －   ４，３８１ 
 その他  ７１３   ７１３ 

 繰延税金資産小計  １２，４３３   １３，６７６ 

 評価性引当額  △２１４   △１８６ 

 繰延税金資産合計  １２，２１９   １３，４８９ 
繰延税金負債      
 前払年金費用  △２，５２１   △３，００９ 

 株式等評価差額金  △２，２１２   △１，４１１ 

 プログラム積立金  △２，０３７   △２，６６４ 

 その他  △１５３   △１９７ 

 繰延税金負債合計  △６，９２５   △７，２８２ 

      
繰延税金資産（負債）の純額  ５，２９３   ７，２８８ 

 
２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異原因 
 
 当 期（第62期） 前 期（第61期） 
 ％ ％ 

法定実効税率  ４０．７   ４０．７ 
 （調整）      
  交際費等永久に損金に算入されない項目  △１７．１   ３．２ 
  受取配当金等永久に益金に算入されない項目  ３２．０   △６．４ 
  住民税均等割額  △２．８   ０．７ 
  その他  △０．６   １．４ 
税効果会計適用後の法人税等の負担率  ５２．２   ３９．６ 
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利益処分計算書(案) 

 

区分 当期(第62期) 前期(第61期) 比較増減(△) 
  

 百万円 
 

 百万円 
 

 百万円 

                

 当期未処分利益    ４８，９６２     ４９，７１９    △ ７５６   

 プログラム積立金取崩額    ９１２     ７０１     ２１０   

 特別償却積立金取崩額    ６３     ６３     ０   

 計     ４９，９３８     ５０，４８４    △ ５４５   

                 

                 

 配当金    ３５３     ３９６    △ ４２   

 (１株につき)   （ ３円７５銭 ）   （ ３円７５銭 ）   （ － ）  

 取締役賞与金    １８     ５５    △ ３７   

 計     ３７１     ４５１    △ ７９   

                  

 次期繰越利益    ４９，５６７     ５０，０３３    △ ４６５   

 

(注)中間配当は次のとおり実施いたしました。 

 

実 施 日 2005年12月9日  2004年12月9日 

金 額 ３９６百万円  ３９９百万円 

(１株につき) (３円７５銭)  (３円７５銭) 
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８．役員の異動 
 

１．新 任 
２００６年６月２２日付予定 

取 締 役 
( 非 常 勤 )  伊 藤  博  （現 三井物産株式会社専務執行役員） 

※伊藤 博氏は、会社法施行規則第２条第３項第７号に定める社外取締役候補者です。 
 

 

２．退 任 

２００６年６月２２日付予定 

代 表 取 締 役  アルフレッド・ジー・シー・トン   

代 表 取 締 役  ギャリー・エル・ポール   

取 締 役  アルバート・ジー・ラパーズ   

取 締 役 
( 非 常 勤 )  松  岡  鐵  哉   

取 締 役 
( 非 常 勤 )  ジャネット・ビー・ワラス   

取 締 役 
( 非 常 勤 )  レオ・シー・ダイウート   

監 査 役 
( 非 常 勤 )  貞  安    実   

 
３．補欠監査役 

２００６年６月２２日付予定 

野 田 謙 二  （現 野田総合法律事務所 弁護士） 

※野田謙二氏は、会社法施行規則第２条第３項第８号に定める社外監査役候補者です。 


